
令和 3年 9月30日 現在 単位：円

【 】 699,558,305 【 】 532,114,114

427,298,212 88,281,785

3,222,104 100,000,000

205,313,636 111,435,000

3,083,492 28,005,783

18,919,997 13,532,423

6,890,855 51,854,044

137,774 3,000,000

9,698,204 32,352,300

2,933,888 52,914,400

1,586,930 269,448

20,727,766 3,117,629

△254,553 1,452,198

【 2,002,432,120 14,664

（ ） 1,930,747,247 45,884,440

316,406,852 【 】 1,163,796,366

28,735,619 300,000,000

51,488,735 733,076,000

455,281,396 25,793,705

46,111,814 29,908,761

12,661,798 51,757,300

3,742,323 23,260,600

936,830,346

47,373,364 1,695,910,480

32,115,000

（ ） 16,143,273 【 】 1,006,079,945

495,000 50,000,000

1,466,667 （ ） 5,000,000

1,065,904 5,000,000

10,657,549 951,079,945

2,458,153 12,500,000

（ ） 55,541,600 938,579,945

4,416,000 481,828,000

33,350,226 28,389,145

1,130,000 32,528,622

1,240,000 395,834,178

2,715,958

2,300,000

734,630

2,912,051

8,282,735

△1,540,000 1,006,079,945

2,701,990,425 2,701,990,425

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

保 険 積 立 金

ゴ ル フ 会 員 権

預 託 金

長 期 預 け 金 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

差 入 保 証 金 特 別 償 却 準 備 金

敷 金 繰 越 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 利 益 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

出 資 金 別 途 積 立 金

営 業 権 資 本 剰 余 金

電 話 加 入 権 そ の 他 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金

建 設 仮 勘 定 ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

商 標 権 資 本 金

最 終 処 分 場 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

土 地

リ ー ス 資 産 負 債 合 計

機 械 装 置 リ ー ス 債 務

車 両 運 搬 具 資 産 除 去 債 務

工 具 器 具 備 品 退 職 給 付 引 当 金

建 物 固 定 負 債

建 物 附 属 設 備 社 債

構 築 物 長 期 借 入 金

貸 倒 引 当 金 仮 受 金

固 定 資 産 前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

仮 払 金 未 払 法 人 税 等

立 替 金 前 受 金

未 収 入 金 預 り 金

貯 蔵 品 未 払 費 用

前 渡 金 未 払 役 員 賞 与

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

売 掛 金 １年以内返済予定長期借入金

商 品 リ ー ス 債 務

仕 掛 品 未 払 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債

（ 資 産 の 部 ） ( 負 債 の 部 )

貸借対照表

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　

2. 固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　

③リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　

の債権については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。　

②賞与引当金　 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。なお退職給付債務の見込額は、簡便法（退職給付

に係る期末要支給額を退職給付債務とする方法）により計算しております。

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要事項　

Ⅱ 貸借対照表等に関する注記

1. 減価償却累計額の金額　　　　　　　　　　

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　 1,907,058千円

Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の数　　　　　　　　　　　　　

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　      　      25,000株

　当事業年度の末日における発行済株式の数     　       25,000株

2. 当該事業年度中の剰余金の配当に関する事項

ア．令和２年12月23日開催の定時株主総会において、次の通り決議しております。　　　　　　　　　

　　配当金の総額　　　　　 　 68,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3. 当該事業年度後の剰余金の配当に関する事項

令和３年12月22日開催予定の定時株主総会において、次の通り決議を予定しております。　　

　　配当金の総額　　　　  　　71,400千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　配当の原資　　　　　　　　利益剰余金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　一株当たりの配当額　　　　　 2,856円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　基準日　　　　  　　令和３年 9月30日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅳ 一株当たり情報に関する注記

一株当たりの情報　　　　　　　　　　　　

一株当たりの純資産額　　　　　　　　　　 40,243円19銭

一株当たりの当期純利益 4,389円73銭

　　効力発生日　　　　  令和３年12月23日　

　　配当の原資　　　　　 　　 利益剰余金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　一株当たりの配当額　　　 　　2,720円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

個別注記表

棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　商品、仕掛品及び貯蔵品については、主として総平均法による原価法を採用しています。　

①有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　定率法を採用しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　効力発生日　　　　  令和２年12月24日　　

②無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　定額法を採用しております。　

①貸倒引当金　　　

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　基準日　　　　  　　令和２年 9月30日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


